
所属

実施計画事業

高い

改善・効率化

対象

円 人

円 人

円 円

円 円

円 円

施策 35

総額 13,725,955 総額 12,642,219

全国的にも商店街等の活性化が課題となっている中で、当該支援を実施しつつ、さらなる効果的な対策につ

いても検討していく。

（内部要因）商業者・商店街自身が活性化のための取り組みをしている。

（外部要因）市の新たな産業拠点、地域拠点をつくる必要性が高まっている。

必要性

商店街等の施設維持やイベント等の財政的支援、安全で魅力的な商店街の形成を図る必要がある。

効率性

商店街等の施設維持やイベント等の財政的支援をすることで、商業団体の負担軽減に繋がる。

地域商業の活性化

見直し実績
地域の実情に応じ、商業者・商店街自身の取り組みを一体的に支援できるよう、狭山商工会議所と連携

し、国や県の支援制度の活用の促進を図った。

事

務

事

業

評

価

内部要因

外部要因

方向性

確定値

人件費 6,016,955 人件費 6,792,579

直接事業費 7,709,000 直接事業費 5,849,640

予定値

成果指標
商店街の独自イベント等の開催回数

令和元年度実績： 12回

（活動指標1）イベント等の商店街活性化事業に対する補助金額

（活動指標2）商店街共同施設（街路灯等）の修繕に対する補助件数

令和元年度実績： 指標１　　1,920,000円　　　　　　指標２  　5団体

事務事業費決算額 5,849,640 R2 事務分担表による「事務に係る人数」 0.84

活動指標

事務事業費予算額 7,709,000 R1 事務分担表による「事務に係る人数」 0.73

事業コスト計算

実施形態 補助

事務事業内容

各商店会などが自主的に行っている共同施設の修繕・整備や共同売り出しなどのイベント、また、街路灯電

気料に関し、その費用の1/2以内の額を補助します。

強化戦略 方向性（第二次）

商店街等の施設維持や共同売り出しなどのイベントを支援し、安全で魅力的な商店街を形成することで、集

客力を向上させ、商業活動の活性化を図ります。

地域商店街（会）、街路灯組合等

事務事業目的

区分
必要性 効率性 高い

方向性（第一次） 改善、効率化の内容

事務

事業

423501 商業支援事業

事業区分 施策体系 423510 商業活動の活性化支援

令和元年度 事務事業評価表 環境経済部　商業観光課
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事務

事業

423506 中心市街地活性化事業

事業区分 施策体系 423520 消費活動の安定

強化戦略 方向性（第二次）

狭山市中心市街地活性化基本計画（改訂版）に基づき、中心市街地エリアの回遊性の向上と活性化を

図ります。

狭山市駅を中心とする約１４６ｈａのエリア

事務事業目的

区分
必要性 効率性 高い

方向性（第一次） 改善、効率化の内容

実施形態 全部委託（一部補助）

事務事業内容

中心市街地活性化事業として実施している、空き店舗の活用による商業活動の誘因や市民交流・世代間

交流の促進のためのたまり場ショップ、各種イベント等を支援するとともに、これをモデルとして他の商店街での

事業化を検討します。

事務事業費決算額 1,500,000 R2 事務分担表による「事務に係る人数」 0.33

活動指標

事務事業費予算額 1,500,000 R1 事務分担表による「事務に係る人数」 0.32

事業コスト計算

成果指標
イベント等実施回数

令和元年度実績： 14回

（活動指標１）中心市街地活性化事業補助金（まちづくり活性化事業委託料、賑わい創出のためのイ

ベント委託料）

（活動指標２）たまり場ショップ「いるまおい」の稼動日数

（活動指標３）賑わい創出のためのイベント収入

令和元年度実績： 指標１　1,500,000円　　　指標２　213日　　　指標３  131,760円

確定値

人件費 2,637,569 人件費 2,668,513

直接事業費 1,500,000 直接事業費 1,500,000

予定値

地域商業の活性化

見直し実績
たまり場ショップ「いるまおい」にてコミカフェや囲碁等のボードゲームを実施することにより幅広い年齢層の方の集

客を図ることができた。

事

務

事

業

評

価

内部要因

外部要因

方向性

総額 4,137,569 総額 4,168,513

中心市街地活性化のため、他自治体の成功事例等も参考に、より効果的な取り組みを実施する。

（内部要因）商業者・商店街自身が活性化のための取り組みをしている。

（外部要因）市の新たな産業拠点、地域拠点をつくる必要性が高まっている。

必要性

総合振興計画実施計画にも位置づけられており、中心市街地エリアの回遊性向上を図るために、継続して

事業を実施する。

効率性

中心市街地エリア内の商店街、地域関係者等からなる実行委員会が行う中心市街地活性化事業に取り

組むことで、商業活性化が図られる。


